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地域密着型金融推進計画の進捗状況 

 

一、全体的な進捗状況 

当行は、地域金融機関として、地域において自ら果たすべき役割を再認識す

るとともに、中小企業金融の円滑化のための体制整備を重点項目として、地域

密着型金融の機能強化に前向きに取組んでまいりました。  

しかし、事業再生等につきましては、具体的な成果を求めるにはまだ時間が

必要であることから、全体的な進捗状況につきましては、道半ばの状況であり

ます。  

 

二、計画の進捗状況の分析・評価 

 １．事業再生・中小企業金融の円滑化 

中小企業金融の円滑化につきましては、兵庫県信用保証協会、ＴＫＣ近畿兵

庫会、オリックス株式会社等と提携・連携した担保・第三者保証人不要型のビ

ジネスローン等により積極的に推進してまいりました。さらに、平成１７年度

からは、新たに近畿税理士会、豊岡商工会議所など地域の商工会議所、商工組

合中央金庫と連携した同様のビジネスローンの対応を開始するとともに、兵庫

県信用保証協会との提携商品の融資限度額の増額、貸出期間の延長等、融資条

件を見直すなどして、その取組みを一層強化し地域経済の担い手として積極的

に対応しました結果、概ね計画どおり達成できました。  

また、創業・新事業支援や経営相談等につきましては、財団法人ひょうご産

業活性化センターの「技術評価制度」や「中小企業支援ネットひょうご」の積

極的な活用を計画するとともに、国・県等の各種の支援措置が活用ができるよ

うに、取引先企業の経営革新計画等の作成に積極的に関与するなどして推進し

ましたが、具体的な成果には結びつきませんでした。  

事業再生につきましては、当行主導で着手しなければならない取引先は僅か

でありますが、要注意先債権等の健全化を一層推進し、不良債権の発生防止に

向けて積極的に取組みしました結果、不良債権比率を 2.37％まで低下させる

ことはできましたが、構造的な要因にまで踏み込んだ改善指導までには至らず、

継続的な取組みが必要であります。  

 ２．経営力の強化 

前記１．の事業再生・中小企業金融の円滑化の取組みを実施し、地域の活性

化を図っていくためには、健全経営と収益の増強が絶対条件であり、リスク管

理態勢の充実と収益力の強化を図らなければならないものであります。  

このことから、平成１９年３月から導入される自己資本比率規制に備えた自

己資本比率算出の精緻化、各種のリスク管理能力の向上、債務者区分と整合性
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のとれた内部格付手法の構築、格付別のデフォルト率の設定等によるリスクに

見合った金利設定基準の整備等を図るとともに、ＩＴの戦略的活用として総合

融資支援システムの構築に着手いたしました。 

また、法令等遵守態勢につきましては、コンプライアンスマニュアルに基づ

き機会教育を徹底するとともに、内部監査による検証を強化して、その実効性

の確保に努めてまいりました。  

さらに、顧客情報の管理・取扱いにつきましても、より一層適切な管理と

実効性を確保するため、機会教育を徹底するとともに、内部監査による検証

を強化してまいりました。  

 ３．地域の利用者の利便性の向上 

地域を支える中小企業者等に対する融資状況や地域の利用者に対する金融

商品・サービスの提供状況等について、利用者の目線に立った分りやすい情報

開示に努めてまいりました。  

なお、当行の地域密着型金融の取組みについての理解と認識を高めていただ

くとともに、経営改善に生かすための利用者アンケートを平成 18 年 1 月に予

定しております。  

 

三、今後の課題 

少子高齢化や産業構造の変化などにより経営環境が厳しさを増す中で、地域

の活性化を図るとともに、自らの経営力の強化を図るためには、引き続き人材

教育に努め地域密着型金融を一層推進して、中小企業の事業再生や中小企業金

融の円滑化に積極的に取組み、具体的な成果を上げていかなければなりません。 

今後につきましては、各種の取組みについてこれまでに取得したノウハウを

活用・実践するとともに、地域の特性や利用者のニーズを踏まえた推進により、

具体的な成果に結びつけていくものです  

また、積極的な情報開示により、地域密着型金融の本質について利用者の認

知度を高めるとともに、当行の目指すべき姿を十分理解していただき、地域の

信認をより一層強固なものとするものです。  

 

以  上 
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地域密着型金融推進計画の進捗状況  
株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

１．事業再生・中小企業金融の円滑化     

（１）創業・新事業支援機能等の強化     

① 融資審査態勢の強化 

 

旅館業、不動産業、病院・介護事業につい

て配置している業種別担当者による行内研修

を通じて、審査ノウハウを営業店へ還元し、

さらなる審査能力の向上に努めます。 

業種別審査担当者が中心と

なって行内研修を実施し、行

員のスキルアップを図りま

す。 

各業種（業界）の特性や動

向等の情報収集と発信を通じ

て、営業店の融資推進をサポ

ートします。 

同左 各業種（業界）の特性や動向の情

報収集と発信を通じて、営業店の融

資推進をサポートしました。 

近畿地区産業クラスターサポート金融会議

へ参加するとともに、収集した情報を取引先

企業へ還元し、新たなビジネス・マッチング

のサポートを行います。 

 

 

 

 

 近畿地区産業クラスターサ

ポート金融会議が主催するビ

ジネスマッチングフェアへ参

加し、情報収集に努めます。 

 

 

 

 

継続して、収集した情報を

取引先企業へ還元するととも

に、中小企業等が経営資源を

持ち合い、業務展開を行う連

携事業に対する支援のための

体制を構築し、新たなビジネ

ス・マッチングのサポートを

行います。 

 
 

② 産学官との連携強化 

ものづくりクラスター協議会や財団法人ひ

ょうご産業活性化センターとのネットワーク

の構築・活用を通じ、「技術評価制度」等の活

用を推進するとともに、国・県等の各種の支

援措置が活用できるように、取引先企業の経

営革新計画等の作成をサポートします。 

行内研修を通じて、ものづ

くりクラスター協議会や財団

法人ひょうご産業活性化セン

ターの「技術評価制度」等に

ついて、概要を周知します。 

ものづくりクラスター協議

会や財団法人ひょうご産業活

性化センターの「技術評価制

度」を活用した審査体制を構

築します。 

１．近畿地区産業クラスターサポー

ト金融会議が主催したビジネス

マッチングフェアへ参加し、情報

収集に努めました。 

２．「ひょうご中小企業技術評価制

度」説明会等へ参加し、「技術評

価制度」についての研究を深める

とともに、制度の概要を全店に通

知して活用を促進しました。 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

 ③ 地域におけるベンチャー企業向け業務

に係る外部機関等との連携強化 

 

業務提携を行っている中小企業金融公庫や

その他の政府系金融機関等との情報共有、協

調融資等の連携強化を図るとともに、将来性

ある案件の発掘に努めます。 

政府系金融機関等との連携

を強化し、具体的な案件の発

掘に努めます。 

同左 １．中小企業金融公庫やその他の政

府系金融機関等との情報共有に

努めました。 

２．地銀協が主催した「中小企業新

事業活動促進法」および「有限責

任事業組合契約に関する法律」に

関する説明会へ参加し、新事業創

設に関する知識を深めました。 

（２）取引先企業に対する経営相談・支援機能

の強化 

    

ものづくりクラスター協議会、財団法人ひ

ょうご産業活性化センター、地域の中小企業

支援センター等の活用についての認識を深

め、取引先企業への情報提供に努めます。 

各団体等が有するコンサル

ティング機能について、行内

研修等を通じて認識を深める

とともに、取引先企業への情

報提供に努めます。 

同左 ① 取引先企業に対する経営相談・支援機能

の強化 

「地方銀行情報ネットワーク」を活用して、

取引先企業へビジネス・マッチング情報の提

供に努めます 

 

「地方銀行情報ネットワー

ク」を活用して、取引先企業

へビジネス・マッチング情報

の提供に努めます。 

同左 

 

１．「ひょうご中小企業技術評価制

度」の概要を全店に通知して活用

を促進しました。 

２．近畿地区産業クラスターサポー

ト金融会議が主催したビジネス

マッチングフェアへ参加し情報

収集を行いました。 

 

② 要注意先債権等の健全債権化等に向け

た取組みの強化 

 

総与信額 80 百万円以上の 78 先を対象とし

て、半期に 1 回（6 ヶ月毎）、「企業実態報告

会」を開催して、個社別に改善計画の進捗状

況を踏まえて取組・指導方針を検討するとと

もに、「健全債権化進捗状況表」によるモニタ

リングを強化して、経営改善の実効性を高め

ていきます。 

「企業実態報告会」を開催

して、個社別に改善計画の進

捗状況を踏まえた指導を行い

ます。 

 

同左 

 

対象先 78 先に対する経営改善指

導の結果、要注意先から正常先へ 1

先ランクアップしました。 

 

 

 

③ 健全債権化等の強化に関する実績の公

表 

経営改善による債務者区分のランクアップ

先数等について、その実績を公表します。 

経営改善による債務者区分

のランクアップ先数等につい

て、その実績を公表します。 

同左 対象先 78 先に対する経営改善指

導の結果、要注意先から正常先へ 1

先ランクアップしました。 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

（３）事業再生に向けた積極的取組み     

行外研修等への参加により、事業再生につ

いての研究を深めるとともに、兵庫県中小企

業再生支援協議会等との連携を強化します。 

行外研修等への参加によ

り、事業再生についての研究

を深めるとともに、兵庫県中

小企業再生支援協議会等との

連携を密にしていきます。 

同左 ① 事業再生に向けた積極的取組み 

プリパッケージ型事業再生（民事再生法等

の活用）、私的整理ガイドライン、地域の事業

再生ファンド、ＤＥＳ（債務の株式化）、ＤＤ

Ｓ（債務の資本的劣後ローン化）等の研究を

深めます。 

プリパッケージ型事業再

生、私的整理ガイドライン、

地域の事業再生ファンド、Ｄ

ＥＳ、ＤＤＳ等の研究を深め

ます。 

同左 

 

通信講座等の活用により、プリパ

ッケージ型事業再生（民事再生法等

の活用）、私的整理ガイドライン、

地域の事業再生ファンド、ＤＥＳ

（債務の株式化）、ＤＤＳ（債務の

資本的劣後ローン化）等の研究を深

めました。 

 

② 再生支援実績に関する情報開示の拡充、

再生ノウハウ共有化の一層の推進 

業界団体に寄せられた成功事例についての

研究を深めます。 

業界団体に寄せられた成功

事例についての研究を深めま

す。 

同左 業界団体に寄せられた成功事例

についての研究を深めました。 

（４）担保・保証に過度に依存しない融資の推

進 

    

引き続き兵庫県信用保証協会、ＴＫＣ、オ

リックス株式会社等と提携した担保・第三者

保証人不要型ビジネスローンにより、取引先

企業への支援を強力に行っていきます。また、

既存商品の融資限度額等貸出条件を見直すな

どして、地域の取引先企業のニーズに対応す

べく商品開発を進めていきます。 

担保・第三者保証人不要型

のビジネスローンを積極的に

推進するとともに、融資限度

額等貸出条件を見直すなどし

て、地域の取引先企業のニー

ズに対応すべく商品開発を進

めていきます。 

同左 

 

 ① 担保・保証に過度に依存しない融資の推

進 

ＣＲＤ（中小企業信用リスク情報データベ

ース）スコアリングモデルを活用した商品の

開発を進めるとともに、財務制限条項を有効

活用した商品の開発を検討します。 

ＣＲＤスコアリングモデル

を活用した商品を検討しま

す。 

財務制限条項を活用した商

品の開発を検討します。 

１．地域の取引先企業のニーズに対

応するため、担保・第三者保証人

不要型のビジネスローンの融資

条件を見直すなどして、積極的に

融資推進を行いました。 

なお、新たに取扱を開始した商

品等は次のとおりであります。 

（１）「たんぎんビジネスローン『ベ

スト』」（近畿税理士会と連携、

17 年 6月取扱開始） 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

売掛債権担保融資を積極的に活用するとと

もに、知的財産権担保融資、動産・債権譲渡

担保融資等の研究を深め、事業価値に着目し

た支援体制の構築を図ります。 

知的財産権担保融資、動

産・債権譲渡担保融資等の研

究を深めます。 

同左 

地銀協と会員銀行とが共同開発した信用リ

スク情報統合システムを活用し、ポートフォ

リオの適正化に資するためのデータベースの

構築を行い、審査業務の高度化や適正貸出金

利の設定基準を整備します。 

信用リスク情報統合システ

ムの活用に向け、データベー

スの整備・構築を進めます。 

信用リスク情報統合システ

ムを活用し、審査業務の高度

化や適正貸出金利の設定基準

を整備します。 

   

「民法の一部を改正する法律」（平成１６年

法律第１４７号）の施行を踏まえ、既存の包

括根保証契約について適切な見直しを行いま

す。 

 

 

包括根保証契約について適

切な見直しを行います。 

同左 

（２）兵庫県中小企業制度融資「地

域金融支援保証制度」（兵庫県

および商工中金と連携、17 年 8

月取扱開始） 

（３）「たんぎん中小企業支援ロー

ン『スーパータイムリー』」（京

都信用保証協会と提携、17 年 8

月取扱開始） 

（４）「たんぎん中小企業支援ロー

ン『スーパーじんそく』」（兵庫

県信用保証協会と提携、17 年 9

月取扱開始） 

２．地銀協が主催した「金融法務研

究講座」へ参加し、知的財産権担

保融資、動産・債権譲渡担保融資

等の研究を深めました。 

３．信用リスク情報統合システムへ

のデータ蓄積を行いました。 

４．包括根保証契約の適切な見直し

を行い、「与信取引に係る顧客へ

の説明規程」を改正しました。 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

 ② 中小企業の資金調達手法の多様化等 ＴＫＣ近畿兵庫会との連携による「ＴＫＣ

経営者支援ローン」への積極対応を行うとと

もに、近畿税理士会と連携して、財務内容の

精度が相対的に高い中小企業向け融資の拡充

を図ります。 

ＴＫＣ会員や近畿税理士会

会員等との連携を密にして、

財務内容の精度が相対的に高

い中小企業向け融資の拡充を

図る。 

同左 １．近畿税理士会との連携による

「たんぎんビジネスローン『ベス

ト』」の取扱を17年6月に開始し、

財務内容の精度が相対的に高い

中小企業向け融資の拡充を図り

ました。 

２．近畿税理士会支部役員会（大阪、

神戸）へ参加し、会員（税理士）

との関係を密にしました。 

（５）顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理

機能の強化 

    

① 顧客説明マニュアル等の内部規程の整

備 

「顧客説明マニュアル」等を適時見直しす

るとともに、行内研修等の機会教育を通じて、

より強固な顧客説明態勢を構築します。 

「顧客説明マニュアル」等

を適時見直しするとともに、

行内研修・機会教育を徹底し

ます。 

同左 包括根保証契約の適切な見直し

を行い、「顧客説明マニュアル」を

改正しました。 

② 営業店における実効性の確保 内部監査項目に説明状況のチェックを組入

れ、実効性の確保に努めます。 

内部監査の検証項目に組入

れるとともに、モニタリング

を実施します。 

同左 内部監査の検証項目に説明状況

のチェックを組入れ、担当者へのヒ

アリングを監査時に実施しました。 

発生した苦情事例や「銀行よろず相談所」

から還元される苦情事例等に基づき、本部で

勉強会資料を作成するとともに、定期的に全

部店へ還元し、同様の苦情内容の再発防止に

努めます。 

苦情事例等に基づく勉強会

資料を作成し、定期的に全部

店へ還元するとともに、行内

研修会を開催して再発防止を

徹底します。 

同左 

 

 

③ 苦情等実例の分析・還元 

お客さまからのご意見・ご要望の収集体制

を整備するとともに、苦情事例等の行内にお

ける共有化を図ることにより、サービス改

善・向上に努めます。 

 

お客さまからのご意見・ご

要望の収集体制を整備しま

す。 

同左 

１．苦情事例等に基づく勉強会資料

を作成し、定期的に全部店へ還元

しました。 

２．法令等遵守責任者を対象とした

行内研修を実施しました。 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

  兵庫県地域金融円滑化会議に出席して情報

収集に努めます。 

兵庫県地域金融円滑化会議

に出席して情報収集に努めま

す。 

同左   

（６）人材の育成 行外研修等への参加、その受講者が中心と

なって実施する行内研修、各種通信講座の受

講等により、企業の将来性、技術力を的確に

評価できる能力（「目利き」能力）、経営支援

の能力の向上を図り、人材育成に努めます。 

行外研修等への積極参加、

その受講者が中心となった行

内研修を実施し、人材の育成

を図ります。 

中堅以上の行員を対象に、

目利き、経営支援、事業再生

の分野の通信講座を受講させ

ます。 

同左 目利き、経営支援、事業再生の分

野の通信講座を受講し、スキルアッ

プに努めました。 

２．経営力の強化     

（１）リスク管理態勢の充実 信用リスク情報統合システムおよびＣＲＤ

スコアリングモデルを活用して、内部格付と

債務者区分との整合性を図ったより精緻な内

部格付制度を構築し、自己査定の正確性の向

上に努めます。 

オペレーショナルリスク等計量できないリ

スクの管理手法を検討します。 

信用リスクデータベースの

構築を進めるとともに、債務

者区分の整合性を高めて信用

格付の精緻化を図ります。 

行外研修等へ積極参加し、

リスク管理の高度化について

研究を深めます。 

同左 １．内部格付と債務者区分との整合

性を高めるため、「信用格付実施

要領」を改正し、内部格付の精緻

化に取組みました。 

２．地銀協が主催した研究会へ参加

し、リスク管理の高度化について

の研究を深めました。 

 

（２）収益管理態勢の整備と収益力の向上 信用リスク情報統合システムを活用して、

信用リスクデータの蓄積とデータベースの構

築を行い、内部格付区分ごとの信用コストを

算出することにより、適正貸出金利の設定基

準を整備し、収益力の向上に努めます。 

内部格付区分ごとの信用コ

スト算出のための信用リスク

データの蓄積とデータベース

の構築を進めます。 

信用リスク情報統合システ

ムを活用して、内部格付区分

ごとの信用コストを算出する

ことにより、適正貸出金利の

設定基準を整備し、収益力の

向上に努めます。 

信用リスクデータの蓄積を進め

ました。 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

（３）ガバナンスの強化 財務内容の適正性についての検証を強化す

るとともに、開示内容の充実に努めます。 

財務内容の適正性について

の検証強化と開示内容の充実

に努めます。 

同左 財務諸表等の作成については、所管

部署がその業務を分担して行うと

ともに、内部監査を実施して適切性

に努めました。 

（４）法令等遵守（コンプライアンス）態勢の

強化 

    

① 営業店に対する法令等遵守状況の点検

強化 

「コンプライアンス・プログラム」等を適

時見直しするとともに、進捗状況を定期的に

確認し、より強固な法令等遵守態勢を構築し

ます。 

「コンプライアンス・プロ

グラム」等を適時見直してい

くとともに、行内研修等によ

り、その態勢強化を図ります。 

内部監査項目に法令等の遵

守体制の点検を組入れ監査し

ます。 

同左 １．「コンプライアンス・プログラ

ム」等を適時見直すとともに、そ

の進捗状況を定期的に確認しま

した。 

２．外部の検定試験である「コンプ

ライアンス検定試験」を実施し、

行員のスキルアップを図るとと

もに、内部監査を充実させまし

た。 

 

 

② 適切な顧客情報の管理・取扱いの確保 「個人情報保護規程」等を適時見直しする

とともに、行内研修や機会教育を通じて、よ

り一層適切な管理・取扱いが確保できるよう、

態勢の強化を図ります。 

「個人情報保護規程」等を

適時見直しするとともに、行

内研修や機会教育を通じて、

より一層適切な管理・取扱い

が確保できるよう、態勢の強

化を図ります。 

内部監査項目に個人情報の

保護体制の点検を組入れ監査

します。 

同左 １．外部の検定試験である「個人情

報保護オフィサー検定試験」を実

施し、行員のスキルアップを図る

とともに、内部監査や自店検査を

充実させ、適切な管理・取扱に努

めました。 

２．行内研修の参加者に対し、個人

情報保護法理解度テストを実施

して、より一層適切な管理・取扱

いが確保できるよう努めました。 
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株式会社 但 馬 銀 行 

ス ケ ジ ュ ー ル 
項       目 具 体 的 取 組 策 

平成１７年度 平成１８年度 

推進計画の進捗状況 

（平成 17 年 4 月～9月） 

 （５）ＩＴの戦略的活用 ＩＴの戦略的活用等に関する研究を深める

とともに、当行のビジネスモデルに則したＩ

Ｔの活用について検討を進めます。 

行外研修等へ参加し、ＩＴ

の戦略的活用に関する検討を

進めます。 

当行のビジネスモデルに則

したＩＴの戦略的活用を検討

します。 

１．地銀協が主催した「システム部

門管理者講座」へ参加し、ＩＴの

戦略的活用に関する検討を進め

ました。 

２．総合融資支援システムの構築に

着手しました。 

３．地域の利用者の利便性の向上     

（１）地域貢献等に関する情報開示     

① 地域貢献に関する情報開示 地域の中小企業者等に対する資金供給の状

況や地域のお客さまに対する金融サービスの

提供状況等についての情報開示に努めます。 

地域の特性を踏まえた開示

内容等を検討します。 

同左 地域の特性を踏まえ、中小企業者

向け貸出残高、業種別貸出残高等セ

グメント別に開示項目を検討して、

ディスクロージャー誌（平成 16 年

度）により開示しました。 

 

② 充実した分りやすい情報開示の推進 お客さまの目線に立って、開示方法の内容

を検討し、分りやすい情報開示に努めます。 

お客さまの目線に立った分

りやすい開示内容や開示方法

を検討します。 

同左 数値の開示に加え、グラフ等を有

効活用するとともに、目に優しい色

彩に配慮してディスクロージャー

誌（平成 16 年度）を作成しました。 

（２）地域の利用者の満足度を重視した金融機

関経営の確立 

アンケート内容を検討のうえ、「お客さま満

足度アンケート」調査を実施して、その結果

を経営方針へ反映させていきます。 

アンケート内容を検討し

て、実施します。 

また、その結果を経営に生

かすべく検討します。 

同左 「利用者満足度アンケート」調査

の内容を検討しました。 

 

（３）地域再生推進のための各種施策との連携 地方公共団体や地域の各種の団体等との連

携を深め、地域再生推進に向けた各種施策に

ついて、地域と一体となった取組みを推進し

ます。 

地域と一体となった取組み

が推進できる態勢を整備しま

す。 

同左 地方公共団体や地域の各種の団

体等から、具体的な要請等はありま

せんでした。 

 



銀行名 　株式会社　但馬銀行
【１７年度上期（１７年４月～９月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者区
分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者区
分が変化しなかった先
γ

正常先 6,240 0 0

うちその他要注意先 826 52 1 49

うち要管理先 80 26 0 26

破綻懸念先 56 0 0 0

実質破綻先 57 0 0 0

破綻先 49 0 0 0

合　計 7,308 78 1 75

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数


